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参考
【自社グループによるフィジカルPPAの事例】

大規模Ⓣ

2

自社グループ型ＰＰＡスキーム
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参考
【フィジカルPPAの事例】

大規模Ⓣ

3
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自社の発電所の属性情報（トラッキング）を付
与したFIT非化石証書を取得し、自社の事業所で
使用



参考
【バランシング・グループを活用した自己託送の事例】

大規模Ⓣ

4

自社物件に設置した太陽光発電設備の余剰
電力を独自の「バランシング・グループ」
を組成し、「自己託送」により自社施設に
送電

バランシング・グループを組成し同時同量を実施。自社施設で発電した電気をオフサイト
の自社施設で使用
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参考
【バーチャルPPAの事例】

大規模Ⓣ

5

ＲＥ１００達成にも活用

バーチャルＰＰＡを活用した再生可能
エネルギー電力の調達スキーム

１
２
３
４
５
６
７
８
９
10
11
12
13
14
15
16
17
18

バーチャルPPAの概要



参考
【新たな短期PPAスキームの事例】

大規模Ⓣ

6

長期間の相対取引を前提としたオフサイトPPAに
も短期の新たなスキームが登場
⇒こうしたスキームに柔軟に対応できることが重要

PPAは、事業者取引だが、「建築物環境計画書」
では、対象の建物に対して再エネ電気が送電され
ることが重要
⇒送電先建物を指定することを求める必要
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